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 事 業 目 的 

 

 

本事業は、令和元年度社会福祉推進事業により作成した、就労準備支援事業利用者に対する評価

指標及びその見える化ツールを全国の自治体および関係者への広報、導入支援を通じ普及を図るこ

とと並行して、評価指標やツールの内容についてさらに検証を行い、ブラッシュアップすることと

する。 

 そもそも、一昨年に評価指標を作成した目的は、就労準備支援事業利用者の多くが複合的かつ深

刻な課題を抱えているため、就職までに時間がかかる一方、就職の実績に注目するあまり、利用者

の日常生活や社会生活における小さな変化を捉えるという視点が弱いという問題意識から、就労準

備支援事業の成果を単に就職の実績だけで捉えず、利用者の日常生活の改善、社会的能力の習得、

就労に対する意欲の向上における変化から総合的に評価することにあった。 

 そして、この評価指標については、昨年度、試験的実施を依頼した担当者からはおおむね好評で

あった。 

 この評価指標及びその見える化ツールを普及するにあたり、説明会や研修会の開催を予定してい

るが、昨今の新型コロナウイルス感染症拡大の状況をふまえながら、ホームページ上でのアニメー

ションを活用した動画による広報等も考えている。また、評価指標の内容およびその活用方法につ

いて、残された課題は次のとおりである。 

まず、利用者の評価とともに、就労準備支援事業全体の評価指標として活用する手法を検討する

ことがあげられる。本評価指標は、利用者ごとのスコアを算出することができるため、比較的容易

に行うことができる。 

 次に、設問項目のブラッシュアップがあげられる。設問項目が適切かどうか、分かりやすい言葉

の選択ができないか、さらに簡略化を図れないかを検討したい。 

 また、新指標の活用方法について、自立相談支援から就労準備支援事業につなげるタイミングを

把握できるような機能を求める声があったので、この点についても研究を続けていきたい。 

 最後に、利用者のどのような状況の時に、どのようなメニューが効果的なのかの知見を提供する
ツールとしても、本指標が使えるのではと考えている。たとえば、就職した後、あるいは企業での就
労体験等の後に、利用者本人の評価のスコアが低下するケースが多く見られた。これは、早期離職
を防ぐ手段として就労体験が効果的であることを示唆している。今後、利用件数を増やし、情報を
蓄積することによって、他の支援メニューについても、さらなる知見を得ることを目的とする。   
                      
   
                                                                                 



 事 業 概 要 

 

令和元年度、就労準備支援事業利用者に対する評価指標及びその見える化ツールを作成した。

そこで、本評価指標の効果的かつ適切な全国普及に向け、全国の自治体への導入支援等を行うと

ともに、指標の内容についての検証・改善に取り組む。 

具体的には以下３つの事業を実施する 

①全国の自治体や関係者への広報及び導入支援を行う。 

②本指標の普及に向け、先行導入（５カ所程度）結果の分析をもとに、活用方法をさらに広げる手

法を検討・開発する。 

③利用者の状況に応じた支援を判断するための基準を備えた、見える化ツールの機能改修を行う。 

 
１．検討委員会の設置・開催 

本評価指標の普及及び活用方法の調査研究について検討するため、有識者、自治体、支援実践者

等による検討委員会を開催する。 

なお、検討委員会のもとに、ワーキングチームを設置する。検討委員会は、全国に向けた広報及

び導入支援の方法や、活用方法をさらに広げるための考え方、見える化ツールの改良内容について、

全体の方向性を検討するとともに、必要に応じて助言・意見を行うものとする。ワーキングチーム

は、具体的な普及に向けた手法を検討・実施、先行導入結果分析、評価指標の改善等を踏まえた、

見える化ツールの改良を行う。 

 

２．評価指標の全国普及活動 
（１）導入説明会・導入研修会の開催 

 導入説明会では、昨年度作成した「就労準備支援事業利用者に対する支援の評価指標作成・普及
に向けた調査研究事業報告書」をもとに評価指標の活用方法や活用のメリットを説明し、KPSビジ
ュアライズツールの操作方法についても説明を行う。 
導入研修会では、評価指標を活用する意義、活用方法や活用のメリットを説明し、KPSビジュアラ

イズツールの操作方法を実際に操作しながら学ぶ時間を設ける。 
 

 （２）ホームページの作成 

評価指標の概要及び活用方法、見える化ツールの操作方法、Ｑ＆Ａを分かりやすくまとめたホ

ームページを作成し公開する。また、評価指標に関心を持っていただけるよう親しみやすい２分

ほどのアニメーション動画を活用した広報等。 

  
 
３．評価指標の改善等の検証 

（１）現在の評価指標について、設問項目の点検、活用方法の基礎資料を得ることを目的として、

全国の就労移行支援事業者の中から５カ所程度に先行導入していただき、情報を集め検証しその結

果を踏まえて評価指標改善等につなげる。 

（２）評価指標および見える化ツールについて、使用感や活用方法についてヒアリングする。ま

た、改善点を意見交換するための意見交換会を１２月中旬頃に京都市内に於いて開催する。 

 
４．評価指標の活用方法の検討 

前項の先行導入による結果の分析等をもとに、評価指標の活用方法をさらに広めるための検討を

行う。具体的には以下の通り。 



・就労準備支援事業における、利用者の状況について、評価指標から得られる情報をさらに分析

し、一目で分かる情報を深化、拡大させる。 

・就労準備支援事業全体の評価指標として活用する手法を開発する。 

・就労準備支援事業から就労支援に移行するタイミング等についての知見を得る。 

・利用者がどのような状況の時に、どのような支援メニューが効果的なのかの知見を得る。 

 
５．事業成果報告会の開催 

本事業の取り組み内容と成果について、公開の報告会を令和３年３月中旬頃開催する（開催場所

は東京若しくは京都のいずれか）。 

 
６．報告書及びKPSビジュアライズツール操作マニュアルの作成 

本事業の取組内容と成果をとりまとめた報告書を作成する。作成予定部数は１，０００部。全国

の自治体、関係機関・団体のほか希望者に配布をするとともに、ウェブサイトで公開する。 

                                                   
 

 調査研究の過程 

 
１． 検討委員会の設置・開催 

本評価指標の普及及び活用方法の調査研究について検討するため、有識者、自治体、支援実践者

等による検討委員会を開催した。 

 
≪委員名簿≫ 

委員長 五石 敬路 大阪市立大学大学院 准教授 
委 員 埋橋 孝文 同志社大学 教授 
委 員 垣田 裕介 大阪市立大学 准教授 
委 員 田岡 秀朋 株式会社ナイス 企画担当 
委 員 高橋 尚子 一般社団法人京都自立就労サポートセンター 主任 
委 員 西田 茂生 一般社団法人ヒューマンワークアソシエーション 

くらしサポートセンター守口 主任 
委 員 早野 誠  社会福祉法人グリーンコープ 生活困窮者支援事業本部 本部長 
委 員 福原 宏幸 大阪市立大学 名誉教授 
委 員 藤村 貴俊 京丹後市寄り添い支援総合サポートセンター 主任 
委 員 四井 恵介 有限会社 CR-ASSIST 代表 
 

≪オブザーバー≫ 
渡邉 泰彦  厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室室長補佐 

谷口 祐樹  厚生労働省社会・援護局地域福祉課生活困窮者自立支援室就労支援係 

鏑木奈津子 厚生労働省社会・援護局地域福祉課地域共生社会推進室（併）福祉基盤課 
福祉人材確保対策室（併）包括的支援体制整備推進官 

 
〇第１回検討委員会 令和２年９月１６日（水）京都テルサ東館２階 第９会議室 

・全国普及に向けた活動の手法検討 

・先行導入結果分析方法案の検討 

・評価指標の改善等の検討 
 
〇第２回検討委員会 令和３年２月１９日（金）京都テルサ東館３階 D会議室 

・全国普及に向けた活動実施中間報告 



・先行導入結果分析の中間報告及び検討 

・報告書作成について検討 
〇第３回検討委員会 令和３年３月１８日（木）京都テルサ東館３階 D会議室 

・全国普及に向けた実施報告 

・先行導入結果分析による効果検証 

・評価指標の改善等について報告 

・報告書（案）の検討 
 
２．評価指標の普及活動 
（１）導入説明会・導入研修会の開催 
 導入説明会では、昨年度作成した「就労準備支援事業利用者に対する支援の評価指標作成・普

及に向けた調査研究事業報告書」をもとに評価指標の活用方法や活用のメリットを説明し、KPSビ
ジュアライズツールの操作方法についても説明を行った。尚、導入説明会はコロナウイルス感染拡
大防止を鑑み、会場形式とＷｅｂ形式のハイブリッド形式で実施し４３名が参加した。 
導入研修会では、評価指標を活用する意義を伝えるとともに、活用方法を具体的な事例を通じて

学ぶ時間を設けた。また、普段使用しているパソコンの持参をお願いし、KPSビジュアライズツール
の操作方法を実際に操作しながら学ぶ時間を設け実施し１０９名が参加した。 
 

〇導入説明会  
・第１回 令和２年９月２８日（月）午前 京都市 京都テルサＤ会議室 
・第２回 令和２年９月２８日（月）午後 京都市 京都テルサＤ会議室 

 
〇導入研修会  
・第１回 令和２年１０月３日（土） 釧路市 釧路市防災庁舎Ａ会議室 
・第２回 令和２年１０月３日（土） 札幌市 市民活動プラザ星園大会議室 
・第３回 令和２年１１月６日（金） 札幌市 市民活動プラザ星園大会議室 
・第４回 令和２年１１月７日（土） 千葉市 千葉市文化センターセミナー室 
・第５回 令和３年２月２５日（木） 福岡市 リファレンス大博多ビル１１０９会議室 

 

（２）ホームページの作成 

  導入説明会や導入研修会に参加した団体だけではなく、全国の自治体及び就労準備支援事業

実施事業者に評価指標とKPSビジュアライズツールの普及を行うため専用のホームページを作

成した。内容は、評価指標に関心を持っていただけるよう親しみやすい２分ほどのアニメーシ

ョン動画を作成し掲載したほか、昨年度から問い合わせが多かった事項、導入説明会や導入研

修会で寄せられた意見を集め、Q&A形式でまとめた。そしてわかりやすい操作マニュアルがあれ

ばよいという意見からKPSビジュアライズツールの全体の流れをわかりやすくまとめたマニュ

アルを作成し公開した。 

 ※ホームページ及び動画の作成については山代印刷株式会社に委託。 
 
３．評価指標の改善等の検証 
昨年度もデータを集め、分析を行ったところであるが、指標の内容に変更があったので、今年

度はあらためて新しい指標による新たなデータを得ることとした。そこで、全国９か所の自治体
及び就労準備支援事業実施事業者に先行導入していただき、できるだけ多くのデータを得た。分
析に必要なデータは、利用者１人につき複数回の評価が必要なことから時間が必要であったた
め、最終的にすべてのデータを回収できたのは１月末であった。その後に分析にとりかかり、基
本統計量の確認のうえ、回帰分析、主成分分析等の様々な手法を用いて分析を行った。 
また、アンケート調査、１２月７日に先行導入した自治体及び事業者の担当者を招き開催した

意見交換会等を通じて、実際に指標を使用した支援者らから意見を頂き、評価項目の内容のみで



なく、UI及びUXの観点からの改善に努めた。 

〇先行導入協力団体 

 ・特定非営利活動法人ワーカーズコープ 

 ・一般社団法人なんらぼ 

・京丹後市寄り添い支援総合サポートセンター 

 ・一般社団法人ヒューマンワークアソシエーション（くらしサポートセンター守口） 

 ・一般財団法人八尾市人権協会 

 ・特定非営利活動法人就労・生活・まちづくり支援機構（八尾市パーソナルサポートセンター） 

 ・企業組合伊丹市雇用福祉事業団 

 ・社会福祉法人グリーンコープ 

 ・公益財団法人沖縄県労働者福祉基金協会（沖縄県就職・生活支援パーソナルサポートセンター） 

 

〇調査実施期間 

  令和２年１０月１日～令和３年１月末 

 

 〇意見交換会の開催 

  令和２年１２月７日（月） 京都市 京都テルサ 中会議室 

 
〇評価指標及びKPSビジュアライズツールの改良 
① TS-59セルフチェックシート及びGN-25評価シートの設問内容を改良した。 
② KPSビジュアライズツールをより使いやすく、汎用性のあるものに改良した。 
③ KPSビジュアライズツールの操作をさらに簡略化するためのアプリケーションソフトウエ

ア「ＭSystem」を開発し、作業を少数の工程にまとめた。 
※KPSビジュアライズツールの改良については有限会社ＣＲ-ＡＳＳＩＳＴに委託。 
※アプリケーションソフトウエア「ＭSystem」の開発については一般社団法人なんらぼに委託。 

 
４．評価指標の活用方法の検討 
 昨年度より、評価指標の活用方法について、いくつかの提案を頂いていた。今年度も引き続き、
アンケート調査、意見交換会等でのご意見を活かし、検討委員会において、どのような活用が求め
られるかについてブレーンストーミングを重ねた。具体的には、就労準備から求職活動へのリファ
ーのタイミング、支援にあたって特に注目すべき指標項目のピックアップの他、昨年度は提示でき
ていなかった新たな活用方法の発見にも努めた。 
 また、昨年度は自治体行政による事業評価への活用については提案できていなかったので、検討
委員会等で、本評価指標が事業評価にどのように活用できるかについてのアイディアを検討した。 
 
５．事業成果報告会の開催 

本事業の取り組み内容と成果について、導入説明会及び導入研修会の参加者、先行導入先の自治

体・事業所、その他関係者らを対象に、成果報告会を京都市内で開催した。なお、本成果報告会は

就労準備支援事業を実施する自治体及び事業者をはじめ、事業実施の有無に関わらず、全国の自治

体に向けて広く案内する予定であったが、新型コロナウイルス感染症拡大の状況を鑑み、対象者を

絞っての開催とした。但し、生活困窮者自立支援全国研究交流大会分科会（於：令和２年１２月１



３日（日） 第８分科会 同志社大学）での報告を通じて、全国の関係者に発信することができた。 

〇成果報告会の開催 
令和３年３月１８日（木）京都市 京都テルサ Ｄ会議室 

 
６．報告書及びKPSビジュアライズツール操作マニュアルの作成 
本事業の取り組み内容や成果をとりまとめた報告書を作成した。報告書の作成部数は１０００部、

操作マニュアルの作成部数は５００部。関係者、関係機関・団体のほか希望者に配布するとともに、
ホームページにて公開する。 
・就労準備支援事業評価指標の全国普及及び検証に係る調査研究事業報告書（７９頁） 
・KPSビジュアライズツール操作マニュアル（５８頁） 

 

 事 業 結 果 

【実施結果について】 

（１） 評価指標における各項目の文言について、より適切なものとすべく、改善を行った。 

（２） 評価指標をUI,UXの観点から、文字を大きくし読みやすくする等の改善を行った。 

（３） 見える化ツールの操作について、ワンストップで操作可能な新たなアプリケーション（Ｍ
System）を開発した。 

（４） 本ツールの専用ホームページを開設し、評価指標の意義、目的をわかりやすく解説した動画
を作成、公開した他、Q＆Aを設け、普及拡大に努めた。 

（５） 評価指標について、昨年度に引き続きさらに検証を重ね、本指標の有用性を再確認した。な
かでも機械学習を用いた分析では、就職の有無について９割以上の正確性を得た。 

（６） また、評価指標の活用の仕方について、支援者と利用者の評価差が最も重要な指標であるこ
とを見出すととともに、就職へのリファータイミングを把握するための基準、リアリティシ
ョックを知るための基準等を明確化することに努めた。 

（７） 評価指標を自治体等による事業評価に活用するため、いくつかのアイディアを提案した。 

 

【今後の課題、展開】 
（１） 普及拡大については、すでにひきこもり支援機関で活用している事業者もあり、就労準備支

援事業だけではなく、汎用性の広さに期待が寄せられた。一方で、どのように活用していく
のか、活用した後どのように展開していくのかが重要である。 

（２） 評価指標の分析については、支援プログラムの効果測定、相談支援から就労準備支援へのリ
ファーのタイミングを知るための基準設定等について、今後さらに作業が求められる。 

（３） 本ビジュルアライズツールはAI機能付きのアプリへと発展する可能性を持つ。 
 

 

 事業実施機関 

 
 一般社団法人京都自立就労サポートセンター 

住 所：〒６０１-８０４７ 

京都府京都市南区東九条下殿田町７０ 

ＴＥＬ：０７５-６９３-７７２７ 


